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第５項 清掃リサイクル事業の今後の課題 

１ ごみの減量に向けた取組 

ごみの減量に向けた最も有効な取組は、ごみの発生を抑制することです。 

ものの生産から流通、消費にいたる段階で、できるだけごみになるものが

発生しないような社会に変えていくことが求められています。 

 

２ ごみの分別の徹底と資源化 

令和７年度に実施した資源・ごみの排出実態調査（65 ページ グラフ３ 令

和７年度の可燃ごみ・不燃ごみ組成分析結果）によると、可燃ごみの中には

約２割（19.7％）、不燃ごみの中には約１割（11.4％）、分別すれば資源とな

るものが含まれています。これらの資源化が可能なものの分別を徹底してい

くことが、ごみの減量につながります。 

家庭から排出されるごみをさらに減量するために、国・都・他自治体の事

例などを参考にしながら、新たな資源回収品目や回収方法を検討していきま

す。 

 

３ 環境負荷の低減 

23 区では、平成 20 年度にプラスチックやゴム製品、革製品を不燃ごみか

ら可燃ごみとする分別変更を行いました。区では、このうち容器包装プラス

チックを平成 20 年 10 月から分別回収して再資源化することで、環境負荷の

低減に努めています。 

ごみ処理システムを変更する際には、環境負荷を事前に評価し、環境負荷

の少ないごみ処理システムにすることが重要です。 

さらに、フードドライブ事業の実施など食品ロスの削減に向けた取組を拡

充するとともに、生ごみの水切りを推進することで水分を減らし、清掃工場

の燃焼効率や収集・運搬効率を高めることなども今後の課題です。 

海洋プラスチック問題やプラスチックの製造・処分に起因するＣＯ₂の排出、

諸外国における廃棄物輸入の規制強化などを背景に、国内でのプラスチック

の資源循環を一層促進することが求められています。令和４年４月に施行さ

れた「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」では、全てのプ

ラスチックがリサイクルの対象となりました。プラスチックの削減に向けた

普及啓発を図るとともに、区がすでに行っている容器包装プラスチックも含

めた全てのプラスチックの回収・資源化を令和８年 10 月から開始します。 
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環境基本法  

環境基本計画  

〈廃棄物の適正処理〉 

循環型社会形成推進基本法  

循環型社会形成推進基本計画 〔国の他の計画の基本〕  

Ｈ6.8 施行 

○基本原則 ○国、地方公共団体、事業者、国民の責務 ○国の施策  
 

社会の物質循環の確保  
天然資源の消費の抑制  
環境負荷の低減  
 

〈３Ｒの推進〉  

廃棄物処理法  資源有効利用促進法  

・消費者による
分別排出  

・容器包装の市
町村による分
別収集  

・容器包装の製
造・利用業者に
よる再商品化  

 

①副産物の発生抑制・リサイクル  
②再生資源・再生部品の利用  
③３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）

に配慮した設計・製造  
④分別回収のための表示  
⑤使用済み製品の自主回収・再資源化  
⑥副産物の有効利用の促進  
 

[個別物品の特性に応じた規制] 
 

容器包装  
リサイクル法  

食品  
リサイクル法  

家電リサイク
ル法  

Ｈ13.5 施行 Ｈ14.5 施行 

建設  
リサイクル法  

自動車リサイクル法  

Ｈ12.4 施行 

Ｈ13.4 施行 

びん、ペットボ

トル、紙製・プラ

スチック製容器

包装等  

 

・消費者による
回収・リサイク
ル費用の負担  

・廃家電を小売
店 等 が 消 費 者
より引取り  

・製造業者等に
よる再商品化  

食品の製造・加
工・販売業者が
食品廃棄物等の
再資源化  

工事の受注業者
が 
・建築物の分別
解体 

・建設廃材等の
再資源化 

 

エアコン、テレ

ビ、冷蔵庫、冷凍

庫、  

洗濯機、衣類乾燥

機  

 

食品残さ  
木材、コンクリ
ート、アスファ
ルト  

 

グリーン購入法  [国等が率先して再生品などの調達を推進] 

Ｈ13.4 施行 

Ｈ13.1 施行 

①廃棄物の発生抑制  
②廃棄物の適正処理（リサイクル
を含む）  
③廃棄物処理施設の設置規制  
④廃棄物処理業者に対する規制  
⑤ 廃 棄 物 処 理 基 準 の 設 定     
等  

・自動車所有者による
リサイクル料金の負
担  

・自動車製造業者等に
よるフロン類、エア
バック類、シュレッ
ダ ー ダ ス ト の 引 取
り・再資源化等  

・関連事業者による使
用済自動車等の引取
り・引渡し  

自動車  

Ｈ13.4 施行 Ｈ17.1 施行 

小型家電  
リサイクル法  

Ｈ25.4 施行 

・市町村が小
型家電を回
収し、国の
認定する事
業者などに
引渡し  

・小型家電に
含まれるレ
アメタル等
の有用金属
を回収し、
再資源化  

携帯電話、ゲ

ーム機、デジ

タルカメラ等  

廃 棄 物 ・ リサイクル対 策 関 連 の法 体 系 

Ｓ46.9 施行  

[素材に着目した包括的な法制度] 
 

プラスチック資源循環法   R4.4 施行 

[一般的な仕組みの確立] 


